
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 様 式 集  



 

 

 



Ⅲ－1 

 

（様式１－１） 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 

 

  都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を  

 申請します。 

      年   月   日 

  

 （あて先）佐賀市長          

 

       許可申請者 住所（法人の場合は所在地） 

 

             氏名            

 

 

※ 手数料欄 

 

 

 

 

 

 

開 
 

発 
 

行 
 

為 
 

の 
 

概 
 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 

２ 開 発 区 域 の 面 積              平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途 
 

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日        年   月   日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日        年   月   日 

７ 
自己の居住の用に供するもの、 
自己の業務の用に供するもの、 
その他のものの別 

 

８ 
法第３４条の該当号及び該当する

理由 

 

９ そ の 他 必 要 な 事 項 
〇盛土規制法 許可対象 （ 有 ・ 無 ） 

※ 受 付 番 号        年    月    日  第     号 

※ 許可に付した条件  

※ 許 可 番 号        年    月    日  第     号 

 備考 １ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名 

     を記載すること。 

    ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

    ３ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行わ 

     れる場合に記載すること。 

    ４ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、盛土規制法、農地法その他の法令による

許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 

５ 盛土規制法の許可対象の有の場合は、本申請書の他、様式１別添（盛土規制法対象用）を添付して申請す

ること。 
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（様式１－２） 

 

開発行為変更許可申請書 
 

 都市計画法第３５条の２第１項の規定により,開発行為の変更

の許可を申請します。 

      年  月  日 

 

（あて先）佐賀市長          

 

   許可申請者 住所（法人の場合は所在地） 

         氏名                  

 

 

※ 手数料欄 

開
発
行
為
の
変
更
の
概
要 

1 開発行為に含まれる地域の名称  

2 開 発 区 域 の 面 積  平方メートル 

3 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

4 工 事 施 行 者 住 所 氏 名   

5 

自己の居住の用に供するもの、 

自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

 

6 法 34 条の該当号及び該当する理由  

7 そ の 他 必 要 な 事 項 変更前の許可に盛土規制法 許可対象（ 有 ・ 無 ） 

開 発 許 可 の 許 可 番 号 年   月   日 第   号 

変 更 の 理 由  

※ 受 付 番 号 年   月   日 第   号 

※ 変 更 の 許 可 に 付 し た 条 件  

※ 変 更 の 許 可 の 許 可 番 号 年   月   日 第   号 

備考 １  許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名 

     を記載すること。 

   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

   ３ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は,申請にかかる開発行為の変更が市街化調整区域内において 

    行われる場合に記載すること。 

   ４ ｢その他必要な事項｣の欄には、開発行為の変更を行うことについて、盛土規制法、農地法その他の法令によ

る許可、認可等を要する場合には,その手続きの状況を記入すること。 

   ５ 開発行為の変更の概要(｢その他必要な事項｣を除く。)は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載するこ 

    と。 

６ 盛土規制法の許可対象が有の場合は、本申請書の他、様式１別添（盛土規制法対象用）を添付して申請する

こと。 

７ 変更前の許可に盛土規制法の許可対象や届出対象がなく開発許可を受けた場合で、変更後に盛土規制法の

許可対象や届出対象となった場合は、別途、佐賀県建設技術課に許可申請もしくは届出が必要となります。 
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様式１別添（盛土規制法対象用） 

 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の概要 
 

１ 工事着手前の土地利用状況  

２ 工事完了後の土地利用  

３ 盛 土 の タ イ プ 平地盛土 ・ 腹付け盛土 ・ 谷埋め盛土 
４ 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・無 

５ 

工 
 

事 
 

の 
 

概 
 

要 

イ 盛土又は切土の高さ メートル 
ロ 

 
盛土又は切土をする 
土 地 の 面 積 平方メートル 

ハ 盛土又は切土の土量 
盛  土 立方メートル 
切  土 立方メートル 

ニ 擁 壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 
  メートル メートル 

    
    

ホ 崖 面 崩 壊 防 止 施 設 

番 号 種 類 高 さ 延 長 
  メートル メートル 

    
    

ヘ 排 水 施 設 

番 号 種 類 内法寸法 延 長 
  センチ 

メートル 

メートル 

    
    

ト 崖 面 の 保 護 の 方 法  

チ 
 

崖 面 以 外 の 地 表 面 
の 保 護 の 方 法  

リ 
 

工 事 中 の 危 害 防 止 
の た め の 措 置  

ヌ そ の 他 の 措 置  

ル 工 程 の 概 要  

〔注意〕 
 １ ３欄は、該当する盛土のタイプに○印を付してください（複数選択可）。 
 ２ ４欄は、渓流等（令第７条第２項第２号に規定する土地をいう。）への該当の有無のいずれか

に○印を付してください。 
 ３ 変更申請は、変更箇所を２段書きすること（変更前を上段、変更後を下段にし、変更前にアン

ダーラインを引くこと） 
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参考様式１（委任状） 

委  任  状 

 

私は、下記のとおり代理人を定め、都市計画法に基づく開発許可申請（※盛土規制法に基づく

許可申請又は届出）に関する一切の権限を委任します。 

  ※は、該当する場合 

 

年 月 日 

委任者 住所        

氏名        

法人にあつては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名 

 

記 

 

 

代理人 

住所  

 

氏名  

 

 

担当者氏名 ： 

 

e-mail  

電話番号  

 

担当者連絡先： 

       （日中連絡がつく電話番号） 

 

委任事項  

 

 

 

 

 

 

備考 
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（様式１－３） 

開 発 行 為 変 更 届 出 書 

年   月   日 

 

（あて先）佐賀市長           

 

                届出者住所（法人の場合は所在地） 

                   氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名）     

                                  

              

 

 都市計画法第３５条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について、下記により届

け出ます。 

 

記 

 

１ 変更に係る事項 

 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

３ 開発許可の許可番号           年   月   日    第   号 

 

 

 

 

  

 

備考 変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 
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（様式１－４） 

 

開 発 行 為 協 議 申 出 書 

 

  都市計画法第３４条の２第１項の規定により、開発行為の協議を申し出ます。 

 

      年   月   日 

  （あて先）佐賀市長          

 

             協議申出者 住 所 

                   

                   氏 名             

             （担当部署、担当者） 

                  （連絡先） 

開 
 

発 
 

行 
 

為 
 

の 
 

概 
 

要 

１ 
開発区域に含まれる地域

の名称 

 

２ 開 発 区 域 の 面 積              平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途 
 

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日        年   月   日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日        年   月   日 

７ 
自己の居住の用に供するもの、
自己の業務の用に供するもの、
その他のものの別 

 

８ 
法第３４条の該当号及び該当す

る理由 

 

９ そ の 他 必 要 な 事 項 
 

※ 受 付 番 号        年    月    日  第     号 

※ 協議に付した条件  

※ 協 議 成 立 番 号        年    月    日  第     号 

 備考 １ 協議申出者又は工事施行者が法人である場合においては、住所欄は所在地、氏名欄は、その法人の名称及

び代表者の氏名を記載すること。 

    ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

    ３ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申し出に係る開発行為が市街化調整区域内において行

われる場合に記載すること。 

    ４ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等

を要する場合には、その手続きの状況を記載すること 
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（様式１－５） 

開発行為変更協議申出書 
 

都市計画法第３５条の２第４項において準用する法第 34 条の 2 第 1 項の規定により、開

発行為の変更の協議を申し出ます。 

 

      年  月  日 

 

（あて先）佐賀市長          

 

            協議申出者 住 所 

 

                  氏 名              

            （担当部署、担当者） 

                  （連絡先） 

開
発
行
為
の
変
更
の
概
要 

1 開発行為に含まれる地域の名称  

2 開 発 区 域 の 面 積  平方メートル 

3 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

4 工 事 施 行 者 住 所 氏 名   

5 

自己の居住の用に供するもの、 

自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

 

6 法 34条の該当号及び該当する理由  

7 そ の 他 必 要 な 事 項  

開 発 協 議 の 成 立 番 号 年   月   日 第   号 

変 更 の 理 由  

※ 受 付 番 号 年   月   日 第   号 

※ 変 更 協 議 に 付 し た 条 件  

※ 変 更 協 議 成 立 番 号 年   月   日 第   号 

備考 １ 変更協議申出者又は工事施行者が法人である場合においては、住所欄は所在地、氏名欄は、その法人の名称

及び代表者の氏名を記載すること 

   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

   ３ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請にかかる開発行為の変更が市街化調整区域内におい

て行われる場合に記載すること。 

   ４ ｢その他必要な事項｣の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可

等を要する場合には、その手続きの状況を記入すること。 

   ５ 開発行為の変更の概要(｢その他必要な事項｣を除く。)は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載するこ

と 
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（様式１－６） 

 

誓約書 

 

私（法人又は組合の場合はその役員を含む）は、都市計画法第 29 条、宅地造成及び特

定盛土等規制法（以下「法」という。）第 12 条第１項又は第 30 条第１項の許可を申請す

るにあたり、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。 

また、下記の(2)から(8)までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人等

ではありません。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に違反したことにより、都市計画法第 81 条第 1

項第 4 号、第法第 20 条第１項又は第 39 条第１項の規定に基づき、工事の許可取消しの

処分を受けた場合には、これに異議なく応じることを誓約します。 

 

記 

 

(1) 破産手続開始の決定を受けて復権得ない者 

(2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77 号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(3) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(4) 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

(5) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

(6) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は

積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

(7) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(8) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

   年   月   日 

佐賀市長 様 

 

住所 

（ふりがな） 

 氏名 

生年月日  年  月  日 

（法人・組合にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

  佐賀市では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いし

ています。なお、内容確認のために佐賀北警察署へ照会を行う場合があります。 
この様式に記載された個人情報は、都市計画法及び盛土規制法に係る事務の目的を達成するため及び

誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は貴殿が市と行う他の契約等における身分確認に利
用する場合があります。 
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（様式２） 

開 発 行 為 施 行 同 意 書  

 開発行為施行者 住所 

         氏名 

 

 開発区域に含まれる地域の名称 

 

 

  上記に係る開発行為の施行又は開発行為に関する工事の実施については、同意します。 

権利の対象物 対象物の所在地 権利の種類 同意年月日 権利者の住所氏名 

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

 

（    ） 

    

（注）１．「権利の対象物」の欄には、土地、池沼、建築物等の別を記入し、（  ）内には土地にあって

は地目を、建築物にあっては用途を記入すること。 

   ２．「権利の種類」の欄には、所有権、賃借権、その他の権利（抵当権、根抵当権等）を記入するこ

と。 

   ３．欄が不足する場合は、様式に準じて別紙を作成し添付すること。 

   ４．同意した者に係る本人確認資料（個人においては運転免許証等、法人においては法人登記事項

証明書、社員証等）を添付すること。 

５．「権利者の住所氏名」の欄については同意した本人の自署によること。 
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（様式３） 

開 発 区 域 内 権 利 者 一 覧 表 

物件の種類 所在地及び地番 面積 
権利の

種 別 
権利者の氏名 

同意の

有 無 
摘  要 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

（注）１．物件の種類の欄には、土地、建物等の種別を記入すること。 

   ２．権利の種別の欄には、所有権、抵当権等の別を記入すること。 

   ３．同意の有無の欄には、その旨を記入し協議中の場合はその経過を示す説明書      

を添えること 

   ４．同一物件に権利者が二人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入すること。 

   ５．欄が不足する場合は、様式に準じて別紙を作成し添付すること。 
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（様式４） 

設計者の資格に関する申告書 

 

 都市計画法第 31 条に規定する設計者の資格について、次のとおり申告します。 

  年  月  日 

（あて先）佐賀市長 

 

    設計者 住 所 

      氏 名     

       年  月  日生 

資
格 

該
当 

都市計画法施行規則第 19 条 
第 1 号イ、ロ、ハ、ニ、ホ、へ、ト、チ 

第 2 号 

に
よ
る
資
格 

建
築
士
法
等 

資  格  内  容 取 得 年 月 日 登録又は合格番号 

技 術 士 （    部門） 

１級建築士 

そ の 他 （      ） 

  

学 
 

歴 

学  校  名 学 部 及 び 学 科 所 在 地 修 業 年 数 

   

卒 

年終了 

中 退 

実
務
経
歴 

勤 務 先 所 在 地 職名 在職期間（合計   年  月） 

   年  月から  年  月まで 

   年  月から  年  月まで 

   年  月から  年  月まで 

   年  月から  年  月まで 

設 

計 

経 

歴 
事業主体 工事施行者 施 行 場 所 面積 

許 認 可 

番号  年 月 日 

     

     

     

     

     

 

（注）（1）「学歴」の欄には、設計者の資格に関係ある学歴を記入すること。 

   （2）「実務経歴」及び「設計経歴」の欄には、開発行為に関する経歴のみを記入する。 

   （3）都市計画法施行規則第 19 条に規定する資格を証する書類を添付すること。 
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（様式５） 

開 発 行 為 に 関 す る 設 計 説 明 書 

方

針

設

計

の 

 

開
発
区
域
の
土
地
の
現
況 

区域区分 □市街化区域 □市街化調整区域 □非線引都市計画区域 □都市計画区

域外 

地域地区 □ 用途地域（         ） □ 地 域（         ） 

  地目 

工区 

宅地 農地 山林 その他 計 

面積 比率 面積 比率 面積 比率 面積 比率 面積 比率 

工 区 ㎡ 

 

％ ㎡ ％ ㎡ ％ ㎡ ％ ㎡ ％ 

工 区           

計           

計

画 

土
地
利
用 

利用区分 宅 地 利 用  公共施設用地 公益施設用地 その他 計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比 率 ％ ％ ％ ％ ％ 

公

共

施

設

整

備

計

画 

開発区域

内の公共

用  地 

     面積及び比率 

区分 

面    積 

㎡ 

比    率 

％ 

道 路   

公 園 ・ 緑 地 ・ 広 場   

排 水 施 設   

そ の 他   

開発区域

外の公共

用  地 

接 続 道 路   

排 水 施 設   

そ の 他   

公共施設の管理者となるべき者との協議  □同 意   □協議済   □協議中 

公共施設の用に供する土地の帰属者との協議  □同 意   □協議済   □協議中 

公
益
施
設

配
置
計
画 

施設名      

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比 率 ％ ％ ％ ％ ％ 

区画

数 

       一区画の平均戸数（       ）戸 

区画 

     一戸の平均面積 （       ）㎡ 

給水施設 □ 公営水道 □ 専用水道  □ 簡易水道  □ 井 戸  □ その他

（     ） 

消防施設 貯水槽（40 トン）        基     消火栓           基 

備考  

（注）１．□印のある欄は、該当事項の□内に✓印をつけること。 

   ２．（   ）内には、該当する文字又は数字を記入すること。 
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（様式６） 

資 金 計 画 書 

 

１ 収支計画 

                            （単位 :千円） 

科     目 金       額 

収 
 

 
 

 

入 

 

 

 

処 分 収 入 

 

  宅 地 処 分 収 入 

 

自 己 資 金 

 

補 助 負 担 金 

 

借 入 金 

 

計  

支 
 

 
 

 
 

 
 

出 

 

用 地 費 

 

工 事 費 

 

整 地 工 事 費 

 

道 路 工 事 費 

 

排水施設工事費 

 

給水施設工事費 

 

 

附 帯 工 事 費 

 

事 務 費 

 

借 入 金 利 息 

 

計 
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２ 年度別資金計画 

                         （単位: 千円） 

        年度 

 

科目 

      

支 
 

 
 

 
 

 

出 

事 業 費 

 

用 地 費 

 

工 事 費 

 

附 帯 工 事 費 

 

事 務 費 

 

借 入 金 利 息 

 

 

借 入 償 還 金 

 

      

計       

収 
 

 
 

 
 

 

入 

自 己 資 金 

 

借 入 金 

 

 

処 分 収 入 

 

宅地処分収入 

 

 

補 助 負 担 金 

      

計       

借 入 金 の 借 入 先       

（注）１．当該開発行為が適正に遂行されるものであるか否かの判断が非常に難しい場合、追加

添付書類を要求する場合があります。 
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（様式７） 

申請者の資力及び信用に関する申告書 

 

 都市計画法第 33 条第 1 項第 12 号に規定する必要な資力及び信用について、次のとおり申

告します。 

  年  月  日 

（あて先）佐賀市長              

  

申請者 住  所 

氏  名     

     電話番号 

設 立 年 月 日 年  月  日 資本金       千円 

法 令 に よ る 登 録 等  

従 業 員 数  

前 年 度 事 業 量 千円 資 産 総 額 千円 

前年度又は前年の納税額 
法人税又は所得税 事業税 法人市民税又は市民税 

千円 千円 千円 

主 た る 取 引 金 融 機 関  

工事管理者の住所及び氏名  

役 

員 

略 

歴 

職 名 氏   名 年  齢 在 社 年 数 資格、免許、学歴等 

  歳 年  

     

     

     

宅
地
造
成
経
歴 

工 事 の 名 称 工 事 施 行 者 工 事 施 行 場 所 許認可の年月日 
着 工 及 び 完 了 

の 年 月 日 

     

     

     

     

（注）（1）「法令による登録等」の欄には、建設業法による建設業者登録、宅地建物取引業法による免許、

建築士法による建築士事務所の登録等について記入すること。 

   （2）法人税又は所得税、事業税及び法人市民税又は市民税の納税証明書を添付すること。また、法

人にあっては法人登記事項証明書を添付すること。（他にも、残高証明書等の添付を求めることが

あります。） 
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（様式８） 

工事施行者の能力に関する申告書 

 

 都市計画法第 33 条第 1 項第 13 号に規定する必要な能力について、次のとおり申告しま

す。 

  

 年  月  日 

 

（あて先）佐賀市長             

 

      工事施行者  住 所 

       氏 名        

       電話番号 

設 立 年 月 日 年  月  日 資本金 千円 

法 令 に よ る 登 録 等  

従 業 員 数 
事  務 技  術 労  務 計 

人 人 人 人 

前 年 度 又 は 前 年 の 納 税 額 
法人税又は所得税 事業税 法人市民税又は市民税 

千円 千円 千円 

主 た る 取 引 金 融 機 関  

建 設 業 法 第 2 6 条 に よ る 

主任技術者の住所及び氏名 
 

技
術
者
略
歴 

職 名 氏   名 年 齢 在 社 年 数 資格、免許、学歴等 

  歳 年  

     

     

     

施 

行 

経 

歴 

宅
地
造
成
工
事
等 

注 文 主 名 元請・下請の別 工 事 施 行 場 所 面 積 許認可年月日 完了年月日 

      

      

      

      

（注）（1）「法令による登録等」の欄には、建設業法による建設業者登録、建築士法による建築士事務所の

登録等について記入すること。 

    法人税又は所得税、事業税及び法人市民税又は市民税の納税証明書を添付すること。また、法人

にあっては法人登記事項証明書を添付すること。（他にも、残高証明書等の添付を求めることがあ

ります。） 
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（様式９） 

都市計画法第３２条の規定に基づく同意申請書 

開 発 行 為 場 所 
 

開 発行為の 目的 
 

開 発 区 域 面 積 
 

工 期 
 

国土交通省所 

管国有財産で

ある公共施設 

所
在 

 

面
積 

    道路    ㎡  その他    ㎡ 

    水路    ㎡   計     ㎡ 

新たに設置し

国に帰属する

こととなる公

共施設 

所
在 

 

面
積 

    道路    ㎡  その他    ㎡ 

    水路    ㎡   計     ㎡ 

添 付 書 類 （裏  面  参  照） 

 

 

 上記のとおり、国土交通省所管の国有財産を開発区域に含めること並びに新たに設置する

公共施設のうち、国土交通省所管国有財産とすることについて同意を得たく、都市計画法第

32 条の規定に基づき、申請する。 

 

年   月   日 

 

国土交通省国有財産部局長 

  佐賀県知事 

             様 

 

      開発許可申請者 

      住 所 

  氏 名                                                                                                                             



Ⅲ－18 

 

添  付  図  書 

 

 

１ 佐賀市長の意見書 

２ 利害関係人の同意書 

３ 申請日から３ヶ月以内に発行された土地の登記事項証明書 

４ 添付図書 

  

①位 置 図（1／5,000 程度） 

 ② 申請日から３ヶ月以内に発行された字図 

 ③ 土地利用計画図 

 ④ 公共施設新旧対照図 

 ⑤ 新旧公共施設求積図 

 ⑥ 縦横断図 

５ 写真 

６ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ－19 

 

（様式１０） 

公共施設管理者の同意申請書 

 

年  月  日 

 

  公共施設の管理者 

               

 

     開発行為者 

     住 所 

     氏 名                   

     電話番号 

 

 

 

 下記の開発行為を行うに当たり、関係する公共施設の管理者の同意が必要ですので、都市

計画法第 32 条の規定に基づき申請します。 

 

記 

１ 開発区域の名称 

２ 開発区域の面積 

 

 

                         ㎡ 

３ 開発の目的 

４ 関係する公共施設 

５ 同意の内容 
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添  付  図  書 

 

 

（1） 公共施設新旧対照表（様式 13） 

 

（2） 添付図面 

 

  ア 位置図 

 

  イ 申請日から３ヶ月以内に発行された字図 

 

  ウ 現況図 

 

  エ 土地利用計画図 

 

  オ 縦横断図 

 

  カ 新旧公共施設求積図 
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（様式１１） 

 

（３２条協議第１項・２項共通様式「申請書」：道路、水路、公園用） 

 

都市計画法第３２条に基づく公共施設の管理者との協議申請書 

 

 （あて先）公共施設の管理者 

 

     開発行為者 

     住 所 

     氏 名                   

     電話番号 

 

 

開発行為に関して、都市計画法第３２条の規定に基づく公共施設の管理者との同意・

協議が必要ですので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 開発区域の名称 

 

２ 開発区域の面積            ㎡ 

 

３ 開発の目的 

 

４ 公共施設に関する同意・協議の内容 

  別紙「公共施設新旧対照表」のうち、 

「 道路（里道） 、河川（水路） 、公園（緑地） 」 に関する 

        

 □第３２条第１項の同意（関係する公共施設の廃止、付替え等） 

□第３２条第２項の協議（新設する公共施設の管理、帰属） 

※該当するものを選択 

 

５ その他（立地基準等） 

 

 

※添付図書 

(1) 位置図 

(2) 申請日から３ヶ月以内に発行された字図 

 (3) 現況図 

(4) 土地利用計画図 

(5) 縦横断図 

(6) 新旧公共施設求積図 

 (7) その他必要な書類 
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（様式１２） 

 

（３２条協議第１項・２項共通様式「協議書」：道路、水路、公園用） 

 

都市計画法第３２条に基づく公共施設の管理者との協議書 

 

開発行為に関して、下記のとおり都市計画法第３２条の規定に基づく公共施設の管理者

との同意・協議が整ったことを確認する。 

 

     年  月  日 

 

 

佐賀市長            ㊞ 

 

 

開発行為者 

 

                      住所 

 

                      氏名             ㊞ 

 

 

記 

 

１ 開発区域の名称 

 

２ 開発区域の面積            ㎡ 

 

３ 開発の目的 

 

４ 公共施設に関する同意・協議の内容 

  別紙「公共施設新旧対照表」のうち、 

「 道路（里道） 、河川（水路） 、公園（緑地） 」 に関する 

        

 □第３２条第１項の同意（関係する公共施設の廃止、付替え等） 

□第３２条第２項の協議（新設する公共施設の管理、帰属） 

※該当するものを選択 

 

５ その他（立地基準等） 

 

 

※添付図書 

位置図、申請日から３ヶ月以内に発行された字図、現況図、土地利用計画図、新旧公共

施設求積図、その他必要な書類 
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（様式１３） 

 

公共施設新旧対照表 

旧 

（既存の公共施設） 

新 

（変更後又は新設） 

種類 

幅員 

(ｍ) 面積 

(㎡) 

管理者 
種類 

（変更内容） 

幅員 

(ｍ) 面積 

(㎡) 

管理者 

延長 

(ｍ) 
所有者 

延長 

(ｍ) 
所有者 
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（様式１４－１） 

      

開 発 行 為 許 可 標 識 

許 可 番 号 佐市建指第          号 

許 可 年 月 日     年    月    日 

許可を受け

た者 

住  所  

氏  名  

工事施行者 

住  所  

氏  名  

現場管理者 （電話） 

開発区域に含まれる地域

の名称及び地番 

 

工 事 期 間  

 

   開発許可を受けて工事を施工するときは、工事着工から工事完了検査までの間、

工事現場の見やすい場所に、開発行為許可標識を掲示してください。 

   また、開発行為許可標識の設置状況を撮影した写真を工事完了届出書に添付して

ください。 

  ＊ 開発面積 1,000 ㎡以上の場合は A３サイズ（42ｃｍ×29.7ｃｍ）以上、開発面  

積 1,000 ㎡未満の場合は A４サイズ（29.7ｃｍ×21ｃｍ）以上のものに記載して

ください。 

  ＊ 標識の材質について特段の指定はありませんが、掲示期間中の使用に十分耐え

うるものとしてください。 
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（様式１４－２）    宅地造成又は特定盛土等に関する工事の標識 
 

 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事のみなし許可 

特定盛土等に関する工事のみなし届出  

１ 許 可 を 受 け た 者 の 住 所 氏 名  見 取 図 

２ 許 可 番 号 第     号 

 

３ 許 可 又 は 届 出 年 月 日 年  月  日 

４ 工 事 施 行 者 の 氏 名  

５ 現 場 管 理 者 の 氏 名  

６ 盛 土 又 は 切 土 の 高 さ メートル 

７ 盛土又は切土をする土地の面積 平方メートル 

８ 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 

盛

土 
立方メートル 

切

土 
立方メートル 

９ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

10 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

11 工事に係る問合せを受けるため 

の 工 事 関 係 者 の 連 絡 先 
 

12 許 可 又 は 届 出 担 当 の 

都 道 府 県 部 局 名 称 連 絡 先 
 

 

 

 

 

 

 

〔注意〕 

１ １欄の工事主、４欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名

称及び代表者の氏名を記入してください。 

２ ２、３、９及び 10 欄は、当該開発申請の許可証の許可番号、許可期間をそれぞ

れ記入してください。 

 

 

 

 

90 センチメートル以上 

70
セ

ン
チ

メ
ー

ト
ル

以
上

 

50 センチメートル以上 

済標識 
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（様式１５-１） 

 

      開発工事完了公告前の建築物（特定工作物）の 

     建築（建設）承認申請書 

 

 

   都市計画法第３７条第１号の規定による承認を受けたいので申請します。 

 

 

                            年   月   日 

 

  （あて先）佐賀市長          

 

申請者 住所 

    氏名 

       電話番号 

 

許 可 番 号      佐市建指第       号 

許 可 年 月 日          年   月   日 

建 築 物 等 の 敷 地 

の所在地及び面積 
                          ㎡ 

建 築 物 等 の 用 途  

建 築 物 等 の 構 造  

建 築 物 等 の 種 別  

申 請 の 理 由 

 

（注）（１）「建築物等の構造」の欄には、木造・鉄骨造・鉄筋コンクリート造の別及び階数

を記載すること。 

（２）「建築物等の種別」の欄には、新築、改築、増築、移転等の別を記載すること。 
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（様式１５－２） 

 

建 築 物 等 概 要 書 

 

主 要 用 途  

建ぺい率（建築面積の

敷地面積に対する割

合） 

 

 

％ 

＝ 

 

容積率（建築延べ面

積の敷地面積に対

する割合） 

 

 

％ 

＝ 

 

 建 築 面 積 延 べ 面 積 敷 地 面 積 

申 請 部 分 

㎡ 

 

 

㎡ 

 

 

 

申 請 以 外 の 部 分 

  

合 計 

  ㎡ 

 

 

建 築 物 等 の 棟 別 の 概 要 

棟 
番号 

用 途 
工事
種別 

構 造 階数 建築面積 
延べ面

積 
外壁の
仕上げ 

最高の 
高 さ 

     ㎡ 

 

 

㎡ 

 

 

 

 

 

ｍ 

 

 

         

         

         

         

備  考  

  （注）「用途」の欄には、工場、事務室、倉庫等具体的に記入すること。 

  （注）敷地面積は道路後退後の面積を記入すること。 
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(様式１６－１) 

 

建築物特例許可申請書 

 

都市計画法第４１条第２項ただし書の規定により、市街化調整区域内における建築物の建築についての特例許

可を申請します。 

 

          年   月   日 

 

 （あて先）佐賀市長          

 

    申請者 住所 

     (法人の場合は所在地) 

     氏名     

     (法人の場合は名称及び代表者の氏名) 

      電話番号 

許可年月日及び許可番号 年  月  日       第    号 

建築しようとする土地の 

所在地及び地番 
 

敷 地 面 積 ㎡ 建 築 面 積 ㎡ 

 申 請 建 築 物 市長の定める制限 

建 ぺ い 率 ％ ％ 

建 築 物 の 高 さ ｍ ｍ 

建築物の外壁または柱の 

面から前面道路の境界ま 

での距離 

ｍ ｍ 

道 路 の 幅 員 ｍ ｍ 

そ の 他 の 制 限 ｍ ｍ 

建 築 物 の 用 途   

工 事 種 別 新築  増築  改築  移転  用途変更 

申 請 の 理 由  

そ の 他 必 要 な 事 項  

※  受 付 処 理 欄  

（注）（１）※印のある欄は記入しないこと。 

（２）「その他必要な事項」の欄には、建築物を建築することについて、他の法令によ

る許可、認可等を要する場合は、その手続の状況を記載すること。 

 

 

※手数料欄 
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(様式１６－２) 

 

建築物特例協議申出書 

 

都市計画法第３４条の２第２項において準用する同法第４１条第２項ただし書の規定により、市街化調整区域

内における建築物の建築についての特例協議を申し出ます。 

 

                年   月   日 

 （あて先）佐賀市長         

 

       協議申出者 住 所 

         

氏 名     

            （担当部署、担当者） 

       （連絡先） 

許可年月日及び許可番号 年  月  日       第    号 

建築しようとする土地の 

所在地及び地番 
 

敷 地 面 積 ㎡ 建 築 面 積 ㎡ 

 申 請 建 築 物 市長の定める制限 

建 ぺ い 率 ％ ％ 

建 築 物 の 高 さ ｍ ｍ 

建築物の外壁または柱の 

面から前面道路の境界ま 

での距離 

ｍ ｍ 

道 路 の 幅 員 ｍ ｍ 

そ の 他 の 制 限 ｍ ｍ 

建 築 物 の 用 途   

工 事 種 別 新築  増築  改築  移転  用途変更 

協 議 申 出 の 理 由  

そ の 他 必 要 な 事 項  

※  受 付 処 理 欄  

（注）（１） 協議申出者が法人である場合において、住所欄は所在地、氏名欄はその法人の名
称及び代表者の氏名を記載すること 

   （２）の他必要な事項」の欄には、建築物を建築することについて、他の法令による許可、
認可等を要する場合は、その手続の状況を記載すること。 

   （３）※印のある欄は記入しないこと。 

 

 

 

※手数料欄 
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（様式１７） 

 

予定建築物以外の建築等許可申請書 
 

   都市計画法第４２条第１項ただし書きの規定による予定建築物等 
 
 
 
  以外の                  の許可を申請します。 
 
 
 

 

      年   月   日 

 

 （あて先） 佐賀市長         

 

     許可申請者 住所（法人の場合は所在地） 

           氏名（法人の場合は名称又は代表者の氏名）   

 

 

              

 

※手数料欄 

許  可   番  号               第       号 

許 可 年 月 日  

土 地 の 所 在 地 ・ 地 番 

地 目 及 び 面 積 

 

予 定 建 築 物 等 の 用 途 
 

変更後の建築物等の用途  

法 ３ ４ 条 の 該 当 号  

変 更 の 理 由 
 

※ 受 付 番 号       年    月    日  第     号 

※ 許可に付した条件  

※ 許 可 番 号       年    月    日  第     号 

※ 備 考 

 備考 １ ※印のある欄は記載しないこと。 

    ２ 「法３４条の該当号」の欄は、変更後の建築物が法第３４条第１号から 

     第１２号までのいずれかに該当する場合のみ記入してください。 

 

建築物 

 

 

特 定 工 作 物 の 新 設 

の  新  築 
へ の 改 築 
への用途の変更 
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（様式１８－１） 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更 

又は第一種特定工作物の新設許可申請書 
 

 

都市計画法第４３条第１項の規定により、        の 
 
 
の許可を申請します。 

 

      年   月   日 

 

 （あて先） 佐賀市長         

 

          許可申請者 住所（法人の場合は所在地） 

 

                氏名            

 

 

※手数料欄 

１ 

建築物を建築しようとする土地、用途の変更を

しようとする建築物の存する土地又は第一種特

定工作物を新設しようとする土地の所在、地番、

地目及び面積 

 

２ 

建築しようとする建築物、用途の変更後の建築

物又は新設しようとする第一種特定工作物の用

途 

 

３ 
改築又は用途の変更をしようとする場

合は既存の建築物の用途 

 

４ 

建築しようとする建築物、用途の変更後の建築
物又は新設しようとする第一種特定工作物が法
第３４条第１号から第１０号まで又は令３６条
第１項第３号ロからホまでのいずれの建築物又
は第一種特定工作物に該当するかの記載及びそ
の理由 

 

５ その他必要な事項   

※ 受 付 番 号     年  月  日   第   号 

※ 許可に付した条件   

※ 許 可 番 号     年  月  日   第   号 

 備考 １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び 
     代表者の氏名を記載すること。 
    ２※印のある欄は記載しないこと。 
    ３「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変 
     更又は第一種特定工作物の新設をすることについて他の法令による許可、 
     許可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 
 

 

建 築 物         
第一種特定工作物 

新   築 
改   築 
用途の変更 
新   設 
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（様式１８－２） 

 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更 

又は第一種特定工作物の新設協議申出書 
 

 

都市計画法第４３条第３項の規定により、        の 
 
 

の協議を申し出ます。 

 

      年   月   日 

 

 （あて先） 佐賀市長         

 

           協議申出者 住 所 

                 氏 名              

 

           （担当部署、担当者） 

                （連絡先） 

１ 

建築物を建築しようとする土地、用途の変更を

しようとする建築物の存する土地又は第一種特

定工作物を新設しようとする土地の所在、地番、

地目及び面積 

 

２ 

建築しようとする建築物、用途の変更後の建築

物又は新設しようとする第一種特定工作物の用

途 

 

３ 
改築又は用途の変更をしようとする場

合は既存の建築物の用途 

 

４ 

建築しようとする建築物、用途の変更後の建築
物又は新設しようとする第一種特定工作物が法
第３４条第１号から第１３号まで又は令３６条
第１項第３号ロからホまでのいずれの建築物又
は第一種特定工作物に該当するかの記載及びそ
の理由 

 

５ その他必要な事項   

※ 受 付 番 号     年  月  日   第   号 

※ 協議に付した条件   

※ 協 議 成 立 番 号     年  月  日   第   号 

 備考 １ 協議申出者が法人である場合においては、住所欄は所在地、氏名欄は、その法人の名称及び
代表者の氏名を記載すること。 

    ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
    ３「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作

物の新設をすることについて他の法令による許可、許可等を要する場合には、その手続きの
状況を記載すること。 

 
 

新   築 
改   築 
用途の変更 
新   設 
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（様式１８－３） 

 

建 築 行 為 変 更 届 出 書 

年   月   日 

 

（あて先）佐賀市長         

 

                届出者住所（法人の場合は所在地） 

 

 

                   氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名） 

 

                                  

           

 

 下記のとおり都市計画法第４３条の規定により許可を受けた建築行為について、変更

が生じましたので下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 変更に係る事項 

 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

３ 建築許可の許可番号           年   月   日  

佐市建指第   号 

 

 

 

 

 備考 変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 
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（様式１９） 

工 事 完 了 届 出 書 

 

  年   月   日 

 

 （あて先）佐賀市長          

 

届出者 住 所（法人の場合は所在地） 

 

    氏 名       

 

都市計画法第３６条第１項の規定により、開発行為に関する工事(許可番号     年 

月  日     第   号)が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 工事完了年月日          年  月  日 

２ 工事を完了した開発区域 

  又は工区に含まれる地域の名称 

３ 盛土規制法 許可対象   （ 有 ・ 無 ） 

 

※ 受 付 番 号               年   月   日  第    号 

※ 検 査 年 月 日               年   月   日 

※ 検 査 結 果               合       否 

※ 検 査 済 証 番 号               年   月   日  第    号 

※ 工事完了公告年月日      年   月   日 

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏 

    名を記載すること。 

   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

   ３ 盛土規制法の許可対象がある開発行為で、盛土規制法が規定する中間検査対象施

設がある場合は、必ず事前に佐賀県知事へ中間検査申請書を提出し、中間検査を受

検してください。 
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工事完了届出書の添付資料 

 

 許可を受けて施工する工事のなかに橋梁、擁壁、舗装等の構造物に関する工事がある場 

合は、その種別ごとに施工状況が確認できる現場写真を撮り、撮影年月日、番号、説明等 

記録整備し工事完了の届出の際、工事の竣工写真と一緒に提出してください。 

 なお、現場写真を撮るときは、箱尺、折尺、ポール等の測定器具を使用して、許可の内 

容に適合していることが明確に判断されるようにしてください。 

 

 

１．造成工事が完了したらすみやかに工事完了届チェックシートを添付し、別紙の工事完了 

届出書を提出してください。 

 

２．届があれば、当該工事が当該開発許可の内容に適合しているかを検査し、適合してい 

 ると認めたときは検査済証を交付します。 

 

３．開発行為に伴う他法令許可を受けている場合、工事完了届の写しを添付してください。 

 

４．法第４０条第 1 項及び第２項の帰属がある場合は、公共用地を分筆し、分筆後の登記

事項証明書（抵当権等所有権以外の権利を抹消後のもの）及び字図並びに所有権移転に

関する登記承諾書（印鑑証明書添付）を工事完了公告までに、提出すること。 

 

５．盛土規制法の許可対象がある開発行為で、盛土規制法が規定する中間検査対象施設が

ある場合は、中間検査済証の写しを添付してください。 

 

※検査済証は建築確認申請の際に必要となる場合がありますので大切に保管してくださ

い。 
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（様式２０） 

公 共 施 設 工 事 完 了 届 出 書 

 

  年   月   日 

 

 （あて先）佐賀市長         

 

届出者 住 所（法人の場合は所在地） 

 

    氏 名       

 

都市計画法第３６条第１項の規定により、公共施設に関する工事(許可番号     年 

 月  日     第   号)が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 工事完了年月日          年   月   日 

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域 

  又は工区に含まれる地域の名称 

３ 工事を完了した公共施設 

 

※ 受 付 番 号               年   月   日  第    号 

※ 検 査 年 月 日               年   月   日 

※ 検 査 結 果               合       否 

※ 検 査 済 証 番 号               年   月   日  第    号 

※ 工事完了公告年月日      年   月   日 

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏 

    名を記載すること。 

   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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（様式２１） 

 

開発行為に関する工事の廃止の届出書 

 

  年   月   日 

 

 （あて先）佐賀市長         

 

届出者 住 所（法人の場合は所在地） 

 

    氏 名       

 

都市計画法第３８条の規定により、開発行為に関する工事(許可番号     年 

  月  日     第   号)を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 開発行為に関する工事を 

  廃止した年月日            年  月  日 

 

２ 開発行為に関する工事の 

  廃止に係る地域の名称 

 

３ 開発行為に関する工事の 

  廃止に係る地域の面積 

 

 

備考  届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏 

    名を記載すること。 
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（様式２２） 

 

地 位 承 継 届 出 書 

 

 

 

  都市計画法第４４条の規定により、次のとおり開発許可を受けた地位を承継した 

ので届け出ます。 

 

 

              年   月   日 

 

 

  （あて先）佐賀市長         

 

 

      承継人 住 所 

        氏 名      

      電話番号 

 

許 可 番 号        佐市建指第     号 

許 可 年 月 日          年   月   日 

被承継人 
住 所  

氏 名                       

承 継 年 月 日          年   月   日 

 

 

承 継 の 理 由 

 

 

 

（注）承継の原因が相続の場合は承継者の戸籍謄本等を、合併の場合は合併後の法人登記事
項証明書を添付してください。 
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（様式２３） 

 

地位承継承認申請書 

 

 

 

  都市計画法第４５条の規定により、開発許可を受けた地位承継の承認を受けたい 

 ので、次のとおり申請します。 

 

 

              年   月   日 

 

 

  （あて先）佐賀市長         

 

 

申請者 住 所 

氏 名     

      電話番号 

 

許 可 番 号        佐市建指第     号 

許 可 年 月 日          年   月   日 

被承継人 
住 所  

氏 名                       

承 継 年 月 日          年   月   日 

 

承 継 の 理 由 

 

 

 

（注）次に掲げる図書（自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開

発行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの

建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為（開発区域の面積が１ヘクター

ル未満であるもの）については、第１号、第２号及び第５号に掲げる図書）を添付

してください。 

 (1)所有権その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証する書類 

 (2) 申請日から３ヶ月以内に発行された申請者の住民票（申請者が法人である場合は

登記事項証明書） 

 (3)申請者の最新年度の所得課税証明書（申請者が法人である場合は法人税）、事業

税、市民税 

 (4)申請者の事業経歴書 

(5)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
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（様式２４） 

開発行為基本計画審査申請書  

   

開発行為の基本計画の審査を申請します。 

 

 佐賀市長             

   年   月   日 

 

申請者 

住 所 

 

氏 名                

                           電 話 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

画 

 

 

の 

 

 

概 

 

 

要 

１ 計画の目的 

 

 

 

２ 開発区域に含まれる地域の名称 

 

 

 

３ 開発区域の面積 

 

                         ㎡ 

 

４ 工事着手予定年月 

 

                 年    月 

 

５ 工事完成予定年月 

 

                 年    月 

 

６ □市街化区域  □市街化調整区域  □非線引都市計画区域  □都市計画

区域外 

  用途地域等（           ） 

７ その他必要な事項 

 

 

備考  □印のある欄は、該当事項の□内に✓印をつけ、用途地域等が定められている場合

には（  ）に記入すること 
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（様式２５） 

地 目 別 面 積 集 計 表 

地   目 筆 数（筆） 面     積（㎡） 適  用 

 

宅   地 

 

    

 

田 

 

    

 

畑 

 

    

 

山   林 

 

    

 

原   野 

 

    

 

雑 種 地 

 

    

 

（その他） 

 

里   道 

 

公 有 水 面 

 

道   路 

 

（    ） 

 

    

 

計 
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大 字 字 地  番 地  積 現況地目 備  考 
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（様式２６） 

開 発 行 為 事 前 審 査 申 請 書 

 

年   月   日 

 

佐賀市長               

 

申請者 住 所 

 

                      氏 名               

 

                                       電 話 

 

  次の開発計画について事前申請を受けたいので申請します。 

１．開発行為を行う区域の名称 

         （地積       ㎡） 

２．開発区域の地域・地区 

 ○ 市街化区域・市街化調整区域・非線引都市計画区域・都市計画区域外 

 ○ 用途地域（        ）・指定なし 

 ○ 地  区（        ）・指定なし 

３．開発の目的 

 

 

４．予定建築物・工作物 

 ○ 用  途 

 ○ 戸  数 

５．設 計 者    住  所 

           氏  名 

           電  話 

６．工事施工者    住  所 

           氏  名 

           電  話 
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（様式２７） 

設 計 概 要 説 明 書 

(1) 設計の方法 

(2) 土地利用計画 

  面  積 比  率  

宅  地  用  地 ㎡ ％ 

公 共 施 設 用 地   

道     路   

公園・緑地・広場   

排 水 施 設   

その他（    ）   

公 益 施 設 用 地   

   

   

   

そ   の   他   

   

   

   

合    計   

 

（3）宅地の区画設定計画 

  

 

区画数 一区画の最大面積 一区画の最小面積 一区画の平均面積  

  ㎡ ㎡ ㎡ 

 

（4）給水計画 

   公営水道・専用水道・簡易水道・井戸・その他（     ） 

（5）消防施設計画 

 

 

貯 水 槽 ｔ 基  

 消 火 栓 個 
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（様式２８） 

開発行為完了公告後における土地利用の変更届出書 

  年  月  日 

（あて先）佐賀市長           

                      

届出者住所 

                        氏名              

                        電話 

 

 開発行為完了公告後における開発区域内の土地利用の変更について下記により届け出ま

す。 

記 

１開発区域

に 含 ま れ

る 地 域 の

名称     

開発時の地名地番  

現在の地名地番 佐賀市 

２開発許可

事項    
開発許可番号 

開 発 許 可

年月日 
完了公告年月日 開発時の面積 

 

第    号 

 

   

     ㎡ 

予定建築物の用途 開発許可を受けた者の住所・氏名 

 

 

 

 

 

 

 

３変更に係

る事項 

 

 

 

 

変更部分の地名地番 変更部分の面積 変更部分の土地利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

４変更の理  

由 

 

 

 

 

 

 

備考 変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 
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（様式２９） 

開発行為完了公告後における変更に関する施行同意書 

変更に係る部分の地名地番 

 

 

変更に係る部分の土地利用 

 

 

上記に係る開発行為完了公告後における変更に関することに同意します。 

権利の対象物 対象物の所在地 権利の種類 同意年月日 権利者の住所氏名 

 

 

（    ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（    ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（    ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（    ） 

    

 

 

（    ） 

    

 

 

（    ） 

    

 

 

（    ） 

    

 

 

（    ） 

    

（注）１．「権利の対象物」の欄には、土地、池沼、建築物等の別を記入し、（  ）内には土地にあって

は地目を、建築物にあっては用途を記入すること。 

２．「権利の種類」の欄には、所有権、賃借権、その他の権利（抵当権、根抵当権等）を記入する 

 こと。 

３．欄が不足する場合は、様式に準じて別紙を作成し添付すること。 

    ４. 同意した者に係る本人確認資料（個人においては運転免許証等、法人においては法人登記事項

証明書、社員証等）を添付すること。 

   ５．「権利者の住所氏名」の欄については同意した本人の自署によること。 
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添 付 図 書 

 

１．申請日から３ヶ月以内に発行された土地・建物の登記事項証明書 

 

２．添付図面（変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。） 

 

○位置図 

 

○申請日から３ヶ月以内に発行された字図 

 

○現況図 

 

○土地利用計画図（２部） 

 

○求積図 

 

○縦横断面図 

 

○その他必要書類 
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（様式３０） 

排  水  同  意  書 

 

申 請 者 住 所 

氏 名 

 

 

 〔申請地〕佐賀市 

 

 〔用 途〕 

 

 

 上記地番から雨水及び雑排水を、     公有水面に排水することに同意いたします。 

 

 

        年   月   日 

 

 

 

 

 《同 意 者》 

   自治会長 

        住所 

        氏名                     印 

 

   生産組合長 

        住所 

        氏名                     印 

 

 

 

 

 

 

 ※同意者本人が署名をする場合は押印を省略することができます。 
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（様式３１） 

  年  月  日 

 

 

佐賀市長             

 

 

申請者 

住 所 

氏 名 

 

 

公 共 施 設 の 帰 属 申 出 書 

 

 

     年  月  日佐市建指第     号をもって許可を受けた開発行為が完了

しました。 

 つきましては、都市計画法第３２条の規定に基づき協議成立し、同意を得た公共施設が貴

市に帰属しますので、関係図書を添えて申し出いたします。 

 

 

 

【関係図書】 

        １． 位置図 

        ２． 申請日から３ヶ月以内に発行された字図 

３． 地積測量図 

４． 登記承諾書 

５． 申請日から３ヶ月以内に発行された登記事項証明書 

６． 印鑑証明書 

７． 登記原因証明情報 
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（様式３２－１） 

 

登 記 原 因 証 明 情 報 

 

 

１ 当事者及び不動産 

 

（１）当事者   権利者（甲）  佐賀市                

         義務者（乙）                  

 

（２）不動産の表示 

         所 在 

         地 番 

         地 目 

         地 積         ㎡ 

 

 

２ 登記の原因となる事実又は法律行為 

  

（１）    年  月  日、本件不動産を都市計画法第４０条第  項の規定により

甲に帰属した。 

 （２）よって、本件不動産の所有権は、同日、乙から甲に移転した。 

 

 

  年  月  日 

佐 賀 地 方 法 務 局 御 中 

 

 

上記の登記原因のとおり相違ありません。 

 

 

（権 利 者）    佐賀市長 

 

（義 務 者）    住 所 

 

           氏 名              ㊞ 
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（様式３２－２） 

 

登 記 承 諾 書 

 

 

 

 私の所有する下記表示の土地について、都市計画法第４０条第  項の規定による佐賀市

への所有権移転登記の義は異存ありません。 

 よって承諾書を差し出します。 

 

原因      年  月  日 都市計画法第４０条第  項の規定による帰属 

 

 

  年  月  日 

 

 

登記義務者 

    住  所 

    氏  名                      ㊞ 

 

記 

不動産の表示 

 

    所  在 

    地  番 

    地  目 

    地  積         ㎡ 
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（様式３３） 

 

都 市 計 画 法 施 行 規 則 第 ６０ 条 証 明 願 

    年  月  日 

佐賀市長        

（申請者）住所  

           氏名 

 

電話番号                      

下記により計画している   造成  建築  行為は都市計画法の規定に基づく 

開発許可  建築許可  の必要がないことを証明願います。 
 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

敷地の所在及び地番 
※全筆記入※字まで記入 

佐賀市 

 

区域区分等 
市街化区域 市街化調整区域 都市計画区域外

 

用途地域（        ）  

予 定 建 築 物 の 

用 途 及 び 棟 数 
※附属・既存建物まで記入 

申請建物： 

既存建物： 

工事種別 
新築 増築 改築 その他（        ）  

開発（建築）許可等の

年 月 日 及 び 番 号 

  年  月  日      第    号 

  年  月  日      第    号（変更） 

建築等計画の概要 

開発行為 
有（     ．  ㎡） 無  

敷地面積（ｾｯﾄﾊﾞｯｸ前） ．   ㎡ 

    （ｾｯﾄﾊﾞｯｸ後）     ．   ㎡ 

建築面積 ．   ㎡ 

延べ面積（申請面積） ．   ㎡ 

（申請以外の部分） ．   ㎡ 

（合計） ．   ㎡ 

既存延べ面積       ．   ㎡ 

土地の利用目的（造成計画、排水計画等） 

 

 

上記の建築等の計画については都市計画法に基づく開発許可及び建築等の許可は要

しないことを証明します。 

  

 

 
   年   月   日                     

                     佐賀市長         印   

 

整理番号 № 

・適法な既存建築物の増改築 
※許可不要の根拠  ・第４３条第１項 

・第２９条第  項 
・市街化区域内で開発行為なし 

代理者名： 

連絡先： 
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添付書類 

 
① 委任状 
② 位置図 
③ 現況図 
④ 申請日から３ヶ月以内に発行された公図（字図）の写し 
⑤ 申請日から３ヶ月以内に発行された土地の登記事項証明書 
⑥ 土地利用計画平面図（雨水・汚水・雑排水の排水経路を含む） 
⑦ 敷地求積図（道路後退前・後の面積が確認できるもの） 
⑧ 固定資産税課税明細書又は家屋の登記事項証明書等の当該土地の既存建物を確認す

るための書類（既存建築物の増改築の場合） 
⑨ 建築確認申請書の１面から６面までの写し 
⑩ 予定建築物の平面、立面図（最高高さの明示）、建物求積図 
⑪ 現況断面図、計画断面図（市街化区域内及び農家住宅等で開発行為があるもの） 
⑫ その他市長が必要と認める書類（耕作証明書、漁協組合員証明書等） 

 

記入上の注意 
・整理番号及び下の証明欄については記入の必要はありません。 
・〔 〕内について、該当するものを丸で囲んでください。 

チェックボックスについて、該当するものにチェックを入れてください。  
※建築確認を本市に申請される場合は６０条証明願が不要となる場合がありますので、建築

指導課と事前に協議をお願いします。 
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（様式３４）※県ホームページで様式をダウンロードのうえ、使用ください。 
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